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【研究ノート】
『興業意見』の陳列所・博物館論
Theory of Display Place and Museum in “Opinion about Promotion of Industry （Kogyo 
Iken）”
 犬塚康博
 INUZUKA Yasuhiro
要旨　1881 年の農商務省設置以降、前田正名が中心になって編纂し、1884 年に同省が刊
行した『興業意見』には、陳列所や博物館に関する記述が見られる。殖産興業の政策構想
は、陳列所や博物館に内在する教育機能に期待したのである。そして、そこには固有の陳
列所・博物館論が敷かれてもいた。陳列所と博物館は不連続をはさんで論じられ、陳列所
の前景化と博物館の後景化として概括することができた。さらに、費用がかかることや資
料収集が容易でないことを理由に博物館は退けられたが、むしろ博物館は、美術館ととも
に興業の結果に位置づき、興業それ自体のためには陳列所が求められるという構造の理解
にいたった。これは、陳列所が現実として受容されてゆく一方で、「直訳的技術導入への
反省」として博物館のあったことをも意味する。『興業意見』の陳列所・博物館論の検討
の結果、反省されるべき明治前期の博物館、その現象の分析へと進むことが指し示された。
はじめに
　近代日本の博物館は、産業主義、教養主義、大衆主義とともに展開した1)。三者は重層
的に存し消長したが、おおむね 1930 年代以降 1940 年代前半にかけて、産業主義から教養
主義へと移り変わった。そして 1990 年代以降現在、教養主義から大衆主義への遷移が進
行している2)。
　ところで、わが国の博物館研究は、1928 年３月の博物館事業促進会設立以降に本格化
する。同会の機関誌が、『博物館研究』と名づいたことは象徴的であった。これに上の変
遷を考慮すると、博物館研究はそのときから今日にいたるまで、教養主義のもとでおこな
われてきたことになる。言い替えれば、「教育、学術及び文化」の範疇にあったのである。
　しかし、維新以降半世紀以上にわたり、博物館は産業主義のもとにあった3)。教育等の
範疇にあった博物館研究は、当然のことにこれを教育等の範疇でとらえようとしてきたが、
はたしてそれは妥当だったのであろうか。その不当性を証明していたのが、たとえば、明
治前期の博物館とそののちの物産陳列所、商品陳列所をめぐる椎名仙卓の研究が見せた、
錯綜する論理不整合ではなかったのか4)。
　このように考え来ると、博物館と産業主義の聯関を、教育ではなく経済の範疇でとらえ
かえす必要に想到する。博物館史研究は、経済史研究に接続されなければならない。これ
は、前稿で提起した「「反商品の教育主義」批判5)」への橋頭堡でもある。かかる課題意
識にそって本稿は、『興業意見』に見られる陳列所・博物館論を検討してゆく。
　『興業意見』は、1884 年に農商務省が刊行した大部の文書である。1881 年、明治政府は
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内務省と大蔵省の機構を改変して農商務省を新設した。疲弊した財政状況を改革するため、
３年の歳月をかけてまとめた政策構想が『興業意見』であった。農商務大書記官の前田正
名が中心になってこれを編纂し、1884 年８月に未定稿が出されるがすぐに回収され、削
除や修正を経て、同年 12 月、定本の刊行となる。前田の考えが色濃く反映する『興業意見』
だったが、未定稿から定本への改変は大蔵卿松方正義の介入によるものだったとされる。
今回の作業は、1880 年代前半以前、前田らが陳列所・博物館をどのように考えていたの
かを、定本と未定稿から読み取ろうとするものである。
　なお、『興業意見』において陳列所・博物館は、単独で説かれているわけではない。共
進会や博覧会、試験所や研究所、巡回教師などさまざまな施策と並び記されている。関係
づけられてもいることは、明示的な場合は無論のこと、そうでない場合も充分に推測でき
るところである。これらの総合的な検討が必要だが、問題を拡大する以前の凝縮を企図し
て、ここでは陳列所・博物館に限った。
　また、前稿で物産陳列所と商品陳列所をともに博物館とみなしたにもかかわらず、本稿
が「陳列所・博物館」と併記して論をはじめることは、矛盾するように映るかもしれない。
しかし、いったん両者を分離し、のちに結合することが、『興業意見』の所論の理解に妥
当すると判断してこれをおこなった。もちろん、現在の博物館法が定義する狭義の博物館
をこえて、これの境界および周辺の施設を含めておこなうとした私の研究の方法論に変更
はない6)。
１．『興業意見』の陳列所・博物館論の概容
　『興業意見』で、陳列所や博物館に言及した箇所は次のとおりである。
　まず、「精神」について記した「巻十一」は、「第三　興業ニ要スル法規」の「其三　農
ニ係ル法律規則其他ノ精神」で、「諸設置ノ精神」の一つに、「六農産陳列場ヲ設クルハ、
来観者ノ智識ヲ開導シ、農業ノ改良進歩ヲ促スニアリ7)」を掲げた。同じく「其五　工ニ
係ル法律規則其他ノ精神」の「諸設置ノ精神」の冒頭には、「一勧工列品所ヲ建設スルハ、
工人ノ見聞及ヒ智識ヲ開進セシムル為メナリ8)」と書いた。
　これらは、「方針一」をまとめた「巻二十八」で詳述されるが、ここでは上の２施設に
とどまらず、「農務」「商務」「工務」にわたって博物館、陳列所等が複数登場している。
　「農務」は、「農芸ノ改進ヲ助クル方法」の一つに「農産陳列所」の必要を説く。
　　　　　第八　農産陳列所ヲ設クル事
其要項
一、改良ノ模範トナルヘキ農産重要ノ物品及ヒ経済ニ関スル統計図表類ヲ類聚排列シ、
　　其得失ヲシテ一目判然タラシムル事、
一、陳列所ノ設ケハ農業者ノ自然ニ輻輳スヘキ位置ニ設クル事、
　　例ヘハ
　　　一、東京公園ノ内
　　　二、伊勢神宮ノ近傍
　　　三、讃州金刀比羅社ノ近傍
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一、各陳列所ニハ来観者ノ為メ吏員ヲシテ説明セシムル事、
一、有益ナル種子類報告類ヲ備ヘ置キ望ミノモノニ払ヒ下クル事、
一、月次三回ツヽ説明員ヲシテ農業上ノ演述ヲナサシムル事、
農芸博物館ノ必用ナル弁ヲ俟スト雖モ、許多ノ費用ヲ要シ、且其物品採聚ノ如
キ一朝一夕ノ能クスヘキニ非サルヲ以テ、之ヲ他日ニ譲リ、目下農業者ニ最モ
適切簡易ニシテ智識ヲ啓発スヘキノ手段ハ、農業陳列所ノ設ケナリトス。而シ
テ従来設ケアル内、山下ノ地ハ人民ノ来観ニ便ナラス。是レ斯ノ設ケヲ要スル
所以ナリ9)。
　続いて「商務」は、「第十一　商業学校ヲ拡張スル事」の要項の一つに、「貿易品陳列所」
を提起する。
一、内外著名ノ貿易品陳列所ヲ附設スル事
（略）商業熟達者ノ需用急迫ナルノ今日ニ際シ、宜シク東京商業学校ノ規模ヲ
拡メ、又更ニ大阪ニ官立商業学校ヲ設置シ、竟ニ三府五港ニ及ホシ、学舎ヲ設
ケ入校ヲ許シ、且内外貿易品陳列所ヲ附設シ、生徒ヲシテ其品質効用及ヒ荷造
ノ有様ヲ実見セシメ、兼テ一般ニ商賈ノ観覧ヲ許シ、実際有用ノ人物ヲ養成サ
セル可ラス。是レ商業学校ノ拡張ヲ要スル所以ナリ10)。
　「工務」は、「工芸ノ改良ヲ助クル方法」の第一に「勧工列品所」を掲げる。
　　　　　第一　勧工列品所ヲ建設スル事
本所ハ工人ノ智能ヲ開進スル捷径ニ備フル為メ、東京或ハ大坂ニ官費農商務省直轄ヲ
以テ設立スルヲ要ス。其要領左ノ如シ。
一、 工業上有益ナル見本ヲ陳列シ、衆庶ノ縦覧ヲ許シ毎品ニ産地代価用途等ヲ明記シ
タル小箋ヲ附シ、以テ参考ノ便ニ供ス。又別ニ見本目録及ヒ図解ヲ製シ、之ヲ発
売ニ附スル事
一、 工業ニ通暁シタル吏員ヲ聚メ、且文部、工部両省ヨリ工学専修ノ学士ヲ延キ、毎
月数回若クハ夜ヲ以テ工業ニ適切ナル講話ヲ為サシメ、工人其他有志輩ノ縦聴ヲ
許シ、其講話ハ悉ク筆記シテ冊子ト為シ、之ヲ発売ニ附スル事
一、 製造上ニ便宜ナル諸般ノ機械ヲ蒐集シ、毎月数回滊力、水力等ニ拠リテ之ヲ運転
シ、工人其他有志輩ノ縦覧ヲ許シ、其動作効用ノ如何ヲ視察セシムル事
本邦工業ノ振ハサル原因一ニシテ足ラスト雖モ、要スルニ工人概ネ智識ヲ欠キ、
改進ノ気象ニ乏シク姑息ニ慣レ、小成ニ安ンシ利益ヲ永遠ニ博スルヲ知ラサル
ノ致ス所ト謂ハサルヲ得ス。而シテ其此ニ至ル所以ノモノハ、其責ヲ偏ニ工人
ノ怠懦無識ニ帰ス可ラスシテ、却テ工人ノ耳目ヲ啓キ智識ヲ発育スルノ方法未
タ備ハラサルニ帰セサルヲ得サルヘシ。而シテ其方法亦多端ナリト雖モ、之カ
捷径ヲ求ムレハ勧工列品所ニ如クモノナシトス。
仏国工業ノ現ニ宇内ニ卓絶スル所以ノモノハ、「コンセルバトワル」見本ヲ陳列シ機械ヲ運転シ及ヒ学士ヲシテ講話ヲ
為サシメ其他種々ノ方法
ヲ以テ工事ヲ勧奨スル場ノ効力多キニ居ルニ非スヤ。抑〻各種ノ物品ヲ迅速多量ニ製出シ、
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及ヒ之ヲ利便堅牢ナラシムルハ諸般ノ機械力ニ拠ラサルヘカラス。無用ノ廃棄物
ヲ転化シテ有用材料ト為シ、天造ノ遺棄物ヲ探テ性質効用ヲ詳ニセント欲セハ、
応用化学術ニ拠ラサルヘカラス。然レトモ這般ノ学術ハ皆専門ニ属シ、学者畢生
ノ力ヲ殫シテ之ヲ講究スルモ、尚ホ或ハ其蘊奥ヲ窺フヲ得ス。況ンヤ目一丁字ヲ
解セサルノ工人ニ於テオヤ。故ニ苟モ工人ヲシテ容易ニ機械若クハ理化学等ノ作
用如何ヲ理会セシメンニハ、為メニ一捷径ヲ開カサルヘカラス。是レ勧工列品所
ノ工人ヲ誘導スルニ欠クヘカラサル所以ニシテ、本邦今日ノ情況ニ於テ特ニ緊要
ノ急務ナリトス。是レ勧工列品所ノ建設ヲ要スル所以ナリ11)。
　「工務」の第二に挙げられたのが、「工業試験所」である。「本所ハ工品製造ノ化学ニ係
ルモノト、機械ニ頼ル可キモノトヲ問ハス、凡ソ其結果効用ノ未タ詳カナラサルモノヲ取
リテ之ヲ実試経験スル所トス12)」とされ、その要領の一つに勧工列品所との連携が次のよ
うに定義された。
一、 本所ハ勧工列品所ニ聯接セシムルヲ便トス。而シテ化学部機械部ノ二部ニ分チ、
其試験ニ機械力ヲ用フルモノハ勧工列品所内ニ備フルモノヲ以テ之ニ充用シ、其
他学術ニ拠ルモノハ別に一区ヲ設ケ、適当ノ機械及ヒ薬品ヲ備フル事13)
　「工務」は、さらに業種別の記述を進めるなかで、陳列所の設置を説いている。「第七　
織物ヲ改良スル事」では「一、見本陳列所（単ニ古今内外ノ織物或ハ器具等ノ見本ヲ以テ
スルモノ）14)」を、「第八　陶磁器ヲ改良スル事」では「一、内外陶磁器見本陳列所ヲ主産
地ニ設クル事15)」を、「第十三　製藍ヲ改良スル事」では「一、工事試験所内ニ製藍試験
所ヲ設ケ、全国ノ藍草ヲ聚メ、以テ藍䧣ヲ製シ、其得失ヲ試ミ、尚ホ各地所ノ藍䧣ヲ分析
品評シテ其優劣ヲ定メ、且ツ之ヲ外国産ノモノト共ニ陳列シテ衆庶ニ示シ、或ハ書ニ刻シ
テ全国ニ報知スル事16)」を、それぞれ求めた。
　このほか、地方の状況を記した「巻十八」の千葉県の項の、「勧業上ノ意向」に「物産
陳列所」の名が見える。
（略）日本銀行、国立銀行、正金銀行アリ。又為替手形、約束手形條例、商標條例、
米商会所株式取引所規則アリ。各府県商法会議所、物産陳列所等アリ。全ク法律規則
ノ制定、公益場所ノ設置、資本融通ノ道ナキニアラス。商工家徧ク之ヲ利用スルヲ知
ラサルノミ。（略17)）
　以上が、定本における陳列所・博物館論である。
　未定稿では、「綱領」のうちの「第六　方法の大意」が、「其八　丙の部は砲台の造築、
改築、船艦の増設、美術館の設置、官衙、学校、病院の造営等なり。抑々甲乙の事業に力
を添へて興起せしむるは、此一点の大結果を得るに在り18)」と書いた。
　さらに、「付・農政計画図表解説」の「事務綱領」のうちの「教育」で、「農業博物館及
び農業図書館」を掲げ、「耳を以て農業の知識を導くには巡回教師或は農談会等の作用あり、
而して目を以て之を導かんには博物館及び図書館の設けなかるべからず。但、現に農産陳
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列所あり、将来之を拡張せざるべからず19)」としている。
２．『興業意見』の陳列所・博物館論の説明
　『興業意見』の陳列所・博物館論は、表のようにまとめることができる。
　農産陳列所（または農産陳列場、以下同じ）と勧工列品所は、『興業意見』の複数箇所
で言及されていることと、内容が詳述されていることから、陳列所・博物館論の具体的中
心であったことがわかる。細部を観てゆこう。
　農産陳列所は、資料、展示、場所、職員、事業（説明、払い下げ、演述）を、勧工列品
所は、場所、資料、展示および演示、職員およびその専門制、事業（講話、出版）につい
て定義している。
　これらを現在の博物館の内在機能（内部システム）に照らすとき、収集、公開・教育に
対応する機能は備わるものの、保管や調査・研究にかかる機能が見られないことに気づく。
しかし、ここでそれらを求めてはならない。このありようが、当時の陳列所・博物館なの
である。すでに述べてきたように、調査・研究機能が博物館制度上に位置づくのは、「研究」
の字句が明記される、1940 年 11 月の東京科学博物館官制改正時まで待たなければならな
い20)。そして、両施設のような応用あるいは理工系の科学博物館の展示資料は、現在もな
おスクラップ・アンド・ビルドとしてあり21)、決して保管的ではない。
　場所の定義は、外部システム論である22)。個別の陳列所・博物館論において、当初より
内部と外部を貫く、全的なシステム論が構想されていたことは注意されてよい。農産陳列
所の「山下ノ地ハ人民ノ来観ニ便ナラス」と、「農業者ノ自然ニ輻輳スヘキ位置」の一つ「東
京公園ノ内」の言及は、当時進められていた内山下町から上野への博物館の移転と軌を一
にするものと思われる。
　そして、両施設に共通して、多くの言辞が事業に投下されていた。農産陳列所にかかる
「智識ヲ啓発スヘキノ手段」、勧工列品所にかかる「工人ノ耳目ヲ啓キ智識ヲ発育スルノ
方法」、さらに「付・農政計画図表解説」における「目を以て」「農業の知識」「を導かん」
等々の記述にあきらかなように、博物館の教育機能への強い期待のあらわれが看て取れる。
ここに、博物館に内在する教育機能を、博物館に外在する興業という機能が活用するとい
表　『興業意見』の陳列所・博物館論
綱領 精神 方針一 付
美術館
農務　　　　　　：農芸博物館 農業博物館
農：農産陳列場
工：勧工列品所
　　　　　　　　　農産陳列所
商務　　　　　　：商業学校に貿易品陳列所
工務　工芸　　　：勧工列品所
　　　工業試験所：勧工列品所に聯接
　　　織物　　　：見本陳列所
　　　陶磁器　　：陶磁器見本陳列所
　　　製藍　　　：工業試験所内の製藍試験所で陳列
農産陳列所
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う、「社会的道具23)」としての陳列所・博物館論がある。
　勧工列品所はフランスのコンセルバトワールをモデルにしているが、フランス留学体験
をもつ前田正名の面目躍如と言ったところであろう24)。その他、織物の見本陳列所、陶磁
器見本陳列所、工業試験所内の製藍試験所での陳列は、基本的に勧工列品所の範疇のうち
か、それに連なる位置にあったことが想像される。
　以上は、農商務省が設置、経営する陳列所・博物館である。商業学校に附設する貿易品
陳列所は、文部省が管轄する学校の施設であり、多少性格を異にする。やがて、官立の高
等商業学校のいくつかに設置されてゆく商品陳列室（所・場）は、貿易品陳列所の実現し
た姿とみなしてよい。
　なお、実見していないが、鎌谷親善によれば、前田正名が 1889 年２月から 1890 年５月
にかけてふたたび農商務省に在籍した時期にまとめた「施設要領」には、「商品陳列所」
への言及があると言う25)。これは学校教育に属する施設ではなかったらしく、1896 年設
立の農商務省の貿易品陳列館（翌 1897 年に商品陳列館へ改組・改名）へ展開していった旨、
鎌谷はあわせて指摘している26)。
　ところで、千葉県の項に見られた物産陳列所は、一般論ながら商工家にかかわる陳列所
としてあつかわれていた。先の引用文には「独リ農業上ノ保護ハ絶無ト云モ不可ナカルヘ
シ27)」と続くため、物産陳列所は少なくとも農業保護の施設として了解されていない。そ
して商工家と言うものの、例示された項目は、商業にかかわるものばかりであり、商務に
重心があったようである。物産陳列所は、やがて農商務省行政のもと商品陳列所へと改組・
改名されてゆくが、当初よりそのような施設として認識されていたことを知ることができ
る。
３．『興業意見』の陳列所・博物館論の構造
　さて、『興業意見』において陳列所と博物館は、そのあいだに不連続をはさんで論じら
れていた。それは、「農芸博物館ノ必用ナル弁ヲ俟スト雖モ、許多ノ費用ヲ要シ、且其物
品採聚ノ如キ一朝一夕ノ能クスヘキニ非サルヲ以テ、之ヲ他日ニ譲リ、目下農業者ニ最モ
適切簡易ニシテ智識ヲ啓発スヘキノ手段ハ、農業陳列所ノ設ケナリトス」という箇所と、
「博物館（略）の設けなかるべからず。但、現に農産陳列所あり、将来之を拡張せざるべ
からず」とする箇所に認められる。両者を総合すると、博物館は必要だが、費用や資料収
集などの理由から陳列所を設けるのがよく、現にある陳列所も含め、これらを将来博物館
に拡張するのがよい、となる。
　ここには、陳列所から博物館へと向かう発展史観とでも言うべき措置があり、これによっ
て不連続は見かけ上連続の様相を呈する。これら一切を来したのは、博物館を「許多ノ費
用ヲ要シ、且其物品採聚ノ如キ一朝一夕ノ能クスヘキニ非サル」ものとみなす意見だが、
果たして博物館の否定または消極化によって、陳列所は導かれたに過ぎないのであろうか、
という疑問が生じる。陳列所は、積極的に肯定されているのではないかと思えるのである。
そのことを示唆するのが、「巻十七」「地方　三」で、愛知県の「重要物産中自今十年間ニ
其産額品位及価額ノ増進ヲナスヘキ歩合」を記したなかの次の部分である。
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　　　　○第三　陶器ノ事
尾張国東春日井郡瀬戸村ニ於テハ、昨十六年ニ至リ共同団結陶工磁工ノ両組ヲ組織シ、
又陶器館ヲ建築シテ古今ノ製品ヲ陳列シ、其優劣ヲ評騰シテ各自ノ意匠ヲ進メ、之ヲ
見本トシテ衆庶ノ便覧ニ供ヘ、其他毎月研究会ヲ開ク等ノ設ケアリテ、該館之レカ軌
軸トナレリ。斯ノ如ク本業ノ振起ヲ図ル計画ハ既ニ粗〻備ハルト雖モ、之レニ要スル
資本ニ乏シク、其全力ヲ振フ能ハサルヲ如何セン。若シ之ニ製陶資金ノ運転滑動ヲ得
セシメハ自然濫売ノ習弊モ消餌スヘク、之レニ加フルニ製造化学及ヒ画学ニ熟達ノ者
ヲ傭聘シ、益〻製品改良ニ歩ヲ進メシメハ、其全力ヲ振フニ至ルヤ期シテ見ルヘキナ
リ。
常滑村ニ於ケル亦粗〻瀬戸村ノ如ク、既ニ同業組合ヲ設ケ且昨十六年生徒ヲ募集シ、
美術研究所ヲ設置シ但之レカ教師ノ給料ニ限リ本年迄其半ハヲ該県庁ヨリ補助ス 製品ノ改良ヲ図リ、又目今ニ至リ陳列場ヲ付設シ、
瀬戸村陶器館ニ擬センコトヲ謀ル等振起ヲ企図スルノ気力ナキニハアラサレトモ、資
本ノ困難ニ至リテハ敢テ他ニ異ナルナキヲ如何セン。若シ能ク此研究所ヲ保持セシメ
ハ、必ス其全力ヲ振フニ至ルヤ深ク信スル所ナリ。（略28)）
　これは、輸出陶器の粗製濫造を防ぐため、『興業意見』作成当時に開始されていた愛知
県瀬戸村の陶器館（舜陶館）と同県常滑村の美術研究所に言及した箇所である。陶器館は、
先述の陶磁器見本陳列所に相当する。同館をモデル化するまでにはいたっていないが、記
述のようすからして、注目されていたことは疑いえない。ここに、陳列所の積極性が首肯
される。限定して言えば、それは向後 10 年間という短期計画における、陳列所の有効性、
積極性と言いうる。
　そうした陶器館も費用の問題に悩まされていたことは、上に書かれてあるとおりで、事
実、1883 年 10 月に県費の補助を得て開館した陶器館は、３ヶ月後の翌 1884 年１月にふ
たたび県の補助を請願している29)。このことからわかるように、施設それぞれの規模に応
じて費用の問題は存したのであり、「許多ノ費用ヲ要」すると理由づけされた博物館固有
の問題ではなかった。資料の問題も同様で、陳列所、博物館それぞれに存したと見るべき
であろう。ここより、『興業意見』において博物館は、「許多ノ費用ヲ要シ、且其物品採聚
ノ如キ一朝一夕ノ能クスヘキニ非サル」ことを表向きの理由にして退けられ、陳列所こそ
が求められていたのではないのか、という推察にいたるのである。
　未定稿の「綱領」の「第六　方法の大意」の一項が、この推察を支持する。『興業意見』
は、「興業の目的を甲乙丙に区別」し、甲を「農産及び工産」、乙を「公益工事」、丙を「軍
備、建築等」としていた30)。未定稿の「方法」は、定本の「方針」に等しいため、前記の
農商工にわたる陳列所は甲の範疇に属する。それに対して、丙に位置づけられていたのが
美術館である。「抑々甲乙の事業に力を添へて興起せしむるは、此一点の大結果を得るに
在り」と明記されていたように、美術館は「大結果」であった。美術館と既出の博物館と
の関係は、『興業意見』のなかでただちにはわからない。しかし、「甲の所得を以て資本と
なし、之を以て乙の事業を起し、甲乙合併したる実力を丙に現はす事31)」としたときの丙
すなわち美術館の背景となる「実力」と、博物館の背景となる「許多ノ費用」は相当する
とみなしてよい。『興業意見』で博物館が第一に求められなかったゆえんは、こうした「興
業の目的」の構造のうちにもとより存し、陳列所と博物館の不連続は構造的だったと考え
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られるのである。
４．『興業意見』の陳列所・博物館論の意味―まとめにかえて
　『興業意見』における陳列所・博物館論は、陳列所の前景化と博物館の後景化として概
括することができる。
　かえりみると、1928 年降日本の博物館研究は、博物館の前景化を自明とし、それに邁
進してきた。博物館を後景化することなどなかったし、博物館が後景化される事態も視な
かった。これが、冒頭で述べた教養主義博物館研究の姿である。
　あだしごとはさておき、陳列所の前景化と博物館の後景化の意味を問うてみよう。これ
は『興業意見』のなかでおこなわれたのであるから、その意味は『興業意見』に求められ
なければならない。祖田修は、『興業意見』の意味を、「①民富の形成、②歴史主義的認識、
③直訳的技術導入への反省、④地方産業の優先的近代化32)」においてとらえ、このうち「直
訳的技術導入への反省」を次のように説いた。
明治政府は維新後工業、農業を問わず先進国の文明的技術や種苗さらに学理を輸入し、
官営工場、官営農場、教育施設等を創設した。これらの施設は大きな役割を果たし近
代化への刺激となったが、同時に盲目的直訳的移入への傾向を免れることはできな
かった。『興業意見』はこの点を指摘し、例えば製糸業においては、座繰製糸から改
良座繰製糸へ、さらに機械製糸へという現実的段階的前進を提示し、さらに同業組合
や巡回教師制、諸研究施設の設置等を提起して具体的な方向づけをしている33)。
　本稿が見てきた農産陳列所から農芸博物館（または農業博物館）への拡張も、「現実的
段階的前進」と言うに相応しい。そしてそれが、「直訳的技術導入への反省」から来して
いることを忘れてはならない。陳列所が現実であり、博物館が反省される対象である。博
物館は、「盲目的直訳的移入」であったのか。いかにも、幕末から明治にかけておこなわ
れた欧米への使節団の報告にたびたび登場する博物館であった。
　では、『興業意見』以前、明治前期の博物館を反省するとは、どういうことなのか。こ
れに応えるためには、『興業意見』で陳列所の前景化と博物館の後景化がなぜ生じたのかを、
現象において問うことが求められる。これは、博物館史研究の作業である。そして、反省
されなければならない事態、すなわち失敗や挫折を明治前期の博物館は体験していたので
はないか、が予察となる。
　伊藤寿朗は、「日本における西欧型博物館は殖産興業という政策的啓蒙主義とともに生
まれながら、社会生活に定着することなく、近代日本国家体制の確立期における転換過程
において政策的基盤を喪失し、大きく挫折・縮
（ママ）
少されることになる34)」と、明治前期の博
物館に挫折を認めていた。しかしその理由を、「なによりもその政策的啓蒙主義には人権
と自治の思想が決定的に欠落していたのである35)」として、博物館の外に求めた。
　金山喜昭の場合、佐野常民に言いおよんだ「学術や教育に配慮したそれまでの博物館構
想から、近代化のために国力を増強する殖産興業の装置としたものに博物館の役割を転換
させることを意味した36)」というくだりが、上の予察に関係する。「学術や教育に配慮し
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たそれまでの博物館構想」は、金山の二項図式における「人文・自然科学資料を収集・保
管・教育普及する博物館本来の姿37)」と同項に位置づく。「学術や教育」を「本来の姿」
とする態度は、冒頭で述べた教養主義博物館研究のステレオタイプであり、惰性態である。
そして「学術と教育」は、戦後の博物館法の「教育、学術及び文化」に通じ、明治前期の
博物館のメタ・レベルとして機能する。このトリックは、椎名仙卓にも認められた38)。か
くして金山は、博物館の挫折を主題化しえず、博物館を反省することもなく、殖産興業政
策への被害者意識を言外ににじませるばかりだったのである。
　伊藤寿朗が動員した「人権と自治の思想」も、明治前期の博物館にとってはメタ・レベ
ルと言うよりほかない。現象において問うとは、このようなメタ・レベルに依拠しないと
いうことである。この点を確認し、次回以降、上の予察に沿ってさらに検証を進めてゆき
たい。
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